予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名 新子育て支援エクセレント企業ブラッシュアップ応援

事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　子ども・女性局　女性の活躍推進課　両立支援係　電話番号：058-272-1111（内2682）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11234@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　14,211円　（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	14,211
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,211

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　 ・人口減少と少子高齢化による働き手の減少により、企業の人手不足が慢

性化の傾向にある。企業の人手不足への対応は、子育てをしやすい就労
環境の整備や女性の活用等が対応の鍵を握る。

・「岐阜県子育て支援エクセレント企業」は、従業員の働きやすい環境整備が整い、仕事と家庭の両立支援に積極的に取り組む企業として、県が認めた優良企業である。岐阜県を代表する優良企業の気概を持ち、エクセレント企業が、県内外からの優秀な人材を引き付ける魅力的な存在として、絶えずその取組みをブラッシュアップさせ、進化していく必要がある。

・同制度は、制度の発足段階から、認定企業の質の向上に段階へ移行する
時期に来ていることから、今後、エクセレント企業が、都市部からのＵ

ＩＪターン就職等の受け皿となり、岐阜県の地方創生を牽引する優良企

業として、魅力ある企業づくりを支援する必要があることから、エクセ
レント企業の認知度・ブランド力向上に向けた取組みを展開する。
（２）事業内容

　　①エクセレント企業への専門家派遣、エクセレント企業ブラッシュアップ
交流会の開催
・平成２３年度から２７年度までに認定したエクセレント企業は、５５

社あるが、初年度認定の企業は認定から５年を経過するなど、その取組み状況を自己点検し、認定当時の水準以上の取組みを継続する必要がある。
・そのため、過年度に認定済みのエクセレント企業へ、３年に１回の頻
度で専門家を派遣し、エクセレント企業の取組みをブラッシュアップ
し、エクセレント企業が県内外の求職者の就職先に選ばれるよう、よ
り魅力的な企業に高めるための支援（助言等）をする。

・エクセレント認定企業数は、業種・業態が異なるため、企業間のネッ
トワークが形成されておらず、それぞれの企業の優良な取組みが共有
されていない。そのため、エクセレント企業同士が生きた経験に基づ
く知見を交流し、相互に啓発しあうことにより、更なる発展を目指す

エクセレント企業に示唆を与える場として「エクセレント企業ブラッ
シュアップ交流会」を開催する。エクセレント企業の体験報告と問題
提起に基づく意見交換、ゲスト講師による講演を基調とし、必要に応
じて先進企業の見学会を開催する。
　　②エクセレント企業ＰＲ
・エクセレント企業は、仕事と家庭の両立支援に積極的に取り組む企業
　として、県が認めた優良企業であるが、認知度が低いため、認知度を

向上させる必要がある。
・同企業が、東京等都市部からのＵＩＪターン就職者や県内外からの求
職者の魅力的な就職先として、県としても求職者の判断基準となるよ
う、エクセレント企業をアピールし、エクセレント企業を岐阜県への
定住者、人口増加（地方創生）を推進するためのツールの一つとして
活用していく必要がある。

　　　　・現在、県には、エクセレント企業の取組みを紹介する専用サイトがな

くＰＲ不足である。そのため、専用サイトを設け、そこに各エクセレ

ント企業の取組みを動画で紹介するとともに、求人情報等を載せられ
るようにする。（既存の県サイト「ぎふジョ！」のコンテンツ増強・

デザイン向上を行う。）
　　　　・当該専用サイトのＵＲＬを、ハローワークのホームページや民間就職
支援サイトに載せてもらい、求職者を専用サイトに誘導する。
　　　　・さらに、エクセレント企業の取組みを新聞紙面上でも広報し、広く、

効果的に県民に情報提供を行う。
・また、エクセレント企業が、県内外で求人活動を行う上でエクセレン

ト企業であることをＰＲするためのＰＲグッズ（のぼり旗、ステッカ

ー等）を支給する。
　　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　  ・広域的な企業への取組みとして県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳(単位：千円)
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	エクセレント企業への訪問指導（専門家派遣）、交流会
	675
	専門家派遣に係る謝金、旅費

	エクセレント企業ＰＲ
	13,536
	専用サイト作成、新聞広告作成委託料、ＰＲグッズ等

	合計
	14,211
	


	決定額の考え方　




４　各計画での位置づけ
・長期構想　→　新たな「成長・雇用戦略」の展開
・第３次少子化対策基本計画　→　企業の子育て支援の取組み促進

・県女性の活躍推進計画　→　エクセレント企業の認定拡大
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	第３次岐阜県少子化基本計画

○岐阜県子育て支援企業登録数

　　H27末　２，６１３社　→　H31末　３，３００社　
清流の国ぎふ女性活躍推進計画（仮称）
○岐阜県エクセレント企業認定数
　　H27末　５５社　→　H32末　１００社


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	子育て支援企業登録制度登録企業数
	－　
（H　）
	258

（H19）
	2,613
（H27）
	2,705
(H28.8）
	3,300
（H27）
	79.2％


	子育て支援エクセレント企業数
	－
	－
	55
（H27）
	55
(H27）
	100
（H32）
	55.0％



（前年度の取組）

	事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）エクセレント企業の発掘・育成（対象企業３０社、うち認定２５社）
（２）専門家と社会保険労務士による学習会（３回開催予定）

（３）子育て支援エクセレント企業事例集の発行等（5,000部）
（４）企業内家庭教育研修の実施（20社）


（前年度の成果）

	前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・エクセレント企業のＰＲ（新聞・ラジオ・ＴＶ・事例集など）により、企業における両
立支援の取組が促進した。

・両立支援に意欲のある企業に専門家等を派遣し、指導助言をすることで、取組を進めるうえでの課題解決やレベルアップに繋がった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
〇

	仕事と子育てを両立しながら、いきいきと働き続けることができる環境の整備をより一層推進するため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　エクセレント企業の取組みは、全国的にも評価されており、県内企業における取組みも促進されている。
　H25：内閣府　内閣総理大臣表彰　  １社（フェニックス・介護）　　
内閣府　特命担当大臣表彰　　１社（ノバネットワーク・介護）　

H26：内閣府　特命担当大臣表彰　　１社（アース・クリエイト・建設）
　　 厚労省　イクメングランプリ　１社（アース・クリエイト・建設）
H27：内閣府　内閣総理大臣表彰　  １社（萩原北醫院・病院）　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	先進的に取り組む企業を育成し、そのノウハウを他の企業に普及させることで、全体のレベルアップを図っている。


（今後の課題）

	事業が直面する課題や改善が必要な事項
エクセレント企業認定数は、平成27年度末で55社にまで拡大。全国表彰を受賞する企業も出てきており、その取組みも高く評価されている。今後は、エクセレント企業をロールモデル（見本）として、その優良な取組みを県内企業に広げ、東京等都市部からのＵＩＪターン就職者や県内外からの求職者の魅力的な就職先となるよう、県としても求職者の判断基準に資するよう、エクセレント企業をアピールし、エクセレント企業を岐阜県への定住者、人口増加を推進するためのツールの一つとして活用していくことが課題



